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Ⅰ　法的アプローチと定義

1　法的アプローチ

セクシュアル・ハラスメントという言葉は，
1970 年代にアメリカ合衆国のフェミニストによ
り考案されたものであるが，それが 1964 年公民
権法第 7 編の性差別にあたるとの理論構築に重要
な役割を果たしたキャサリン・A・マッキノン教
授は，その主張の優位性を示すため，自らの主張
を差別アプローチ（discrimination approach）と呼
び，不法行為アプローチ（tort approach）等と対

比させた 1）。
これに対して，EU は，1991 年 EC 委員会「労

働における女性及び男性の尊厳の保護に関する勧
告」（92/131/CEE）及び付属行動準則において，
セクシュアル・ハラスメントを基本的に人の尊厳
の侵害とし，ある状況のもとでは 1976 年男女均
等待遇指令（76/207/CEE）の規定する均等待遇原
則違反に当たるとすることから，取り組みを始め
た。

この二つのアプローチは，アメリカ型差別禁止
パラダイム（American anti-discrimination paradigm）と 
大陸型尊厳パラダイム（Continental dignity paradigm）
とも呼ばれる 2）。

わが国のセクシュアル・ハラスメント法理は，
不法行為などの民事判例が中心的役割を果たすと
いう特徴があるが，筆者は，不法行為は被害者の
人格権を保護するものであり，EC 委員会勧告や，
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個人の性的自由を保護法益とするフランス刑法典
セクシュアル・ハラスメント罪と共通のアプロー
チと考えて，これらを人格権アプローチと呼び，
他方を性差別アプローチと呼んで，仏英米日のセ
クシュアル・ハラスメント法理を分析した 3）。

本稿でも，この二つのアプローチを用いるが，
他のハラスメントも取り扱うため，後者を差別ア
プローチと呼ぶ。

なお，アメリカでも，セクシュアル・ハラスメ
ントの現実の訴訟においては，加害行為の態様や
救済等を考慮して，公民権法第 7 編，刑事法及び
不法行為が選択的に用いられており，理論的にも
二つのアプローチは排他的ではないと解されてい
る 4）。

2　法的定義

harassment という言葉は，通常，反復の意味
を含む（仏語 harcèlement も同じ）5）。ハラスメン
トは，法的には，「特定の人に向けられた（通常，
反復的又は執拗な）同人をいらだたせ，不安を感
じさせ又はかなりの苦痛を生じさせる，かつ正当
な目的を有しない言葉，行為又は行動」と定義さ
れる 6）。

マッキノン教授は，職場のセクシュアル・ハラ
スメントが単一の遭遇としても一連の出来事とし
ても起こりうるとする 7）。また，第 7 編の履行執
行機関である EEOC（雇用機会均等委員会）の
1980 年ガイドラインも，単一の重大なハラスメ
ントの出来事が濫用的職場環境を創りだすことが
あるとする。

これに対して，イギリス 1997 年ハラスメント
からの保護法 7 条は，ハラスメント罪及びハラス
メントという不法行為は，2 度以上の行為を含ま
なければならないと規定する。

フランス刑法典 222-33-2 条モラル・ハラスメ
ント罪は，行為の反復性を要件とし，222-33 条
セクシュアル・ハラスメント罪は，行為の反復性
を要件とするが，対価型については反復性の有無
を問わず同罪とみなすと規定する。

ハラスメントの法的定義には，民事刑事の法的
責任に関わる定義のほかに，わが国の労働施策総
合推進法 30 条の 2，男女雇用機会均等法 11 条等

の指針，フランス労働法典の性差別的言動等が定
めるハラスメント防止（事後的対応を含む）のた
めの定義がある 8）。

なお，アメリカでは harassment と stalking を
区別する傾向があるが，イギリスでは後者は前者
が最も深刻に現れるものと考えられ，後者はフラ
ンス語で harcèlemnt となる 9）。わが国ストーカー
規制法 9 条 2 項も，行為の反復性を要件とする。

Ⅱ　各国法制の概要

1　アメリカ合衆国

セクシュアル・ハラスメントという言葉は，わ
が国では，アメリカ連邦最高裁判所が，1986 年
ヴィンソン事件判決において，それが公民権法第
7 編の性差別にあたると判示したことにより注目
を浴びた。

第 7 編は，人種，皮膚の色，宗教，性又は出身
国を理由として，あるクラス（共通の特徴を持つ
人の集団）に特権を付与し又は特権を拒絶する法
律又は行為の効果を雇用差別として禁止し，使用
者の民事責任を問うものである。

第 7 編 703 条（42 U.S.C.§2000e-2（a））は，「違
法な雇用行為／（a）次に掲げることは違法な雇用
行為である。／（1）個人の人種，皮膚の色，宗教，
性又は出身国を理由として，個人を雇用しないこ
と，雇用を拒絶すること若しくは解雇すること，
又は報酬，雇用条件若しくは雇用上の権利に関し
て個人を差別すること。／（2）個人の人種，皮膚
の色，宗教，性又は出身国を理由として，個人か
ら雇用の機会を奪う若しくは奪う効果を有する方
法又は被用者としての地位に不利な影響を及ぼす
方法により，その被用者又は雇用応募者を制限
し，差別し，区別すること」と規定しており，セ
クシュアル・ハラスメントを明文で禁止するもの
ではない。それが性差別に当たり，対価型と環境
型の二類型があることは，この条文を解釈する判
例，EEOC ガイドライン（1980 年，1990 年），学
説により形成されたものである。

1977 年バーネス事件コロンビア特別区連邦巡
回裁判所判決は 10），「当裁判所は，この事実は対



日本労働研究雑誌66

価型セクシュアル・ハラスメントにより第 7 編の
性差別に当たると思慮する。本件控訴について論
じられるべき中心問題は，原告バーネスの主張す
る状況において，差別は，法律問題として性に基
づくものであるか否かである。当裁判所は，それ
は明白であると思慮する。バーネス主張の事実に
よれば，同人の職の保持は，性的関係に服するこ
と～監督者が男性には求めなかったもの～にか
かっていた。連邦地方裁判所は，しかしながら，
バーネスの訴えを，結局，『同人が女性であるが
ゆえにではなく，同人がその監督者と性的関係を
持つことを拒絶したがゆえに差別された』旨の訴
えに過ぎないと思慮した。当裁判所は，このよう
な状況分析を承認することはできない」とする。

環境型セクシュアル・ハラスメントを第 7 編の
性差別と認めた 1986 年ヴィンソン事件連邦最高
裁判決は 11），「監督者が部下の性のゆえに部下に
性的にハラスメントするとき，監督者が性に基づ
いて差別することに疑いはない。……〔EEOC〕
ガイドラインは，性的不行跡が不合理に個人の職
務遂行を妨げるか，脅迫的，敵対的又は不快な職
場環境を創りだす目的又は効果を有するとき……
かかる行為は禁止されるセクシュアル・ハラスメ
ントを構成すると規定する。裁判所は……この原
則を人種，宗教，出身国……に基づくハラスメン
トに適用してきた。第 7 編は，差別的セクシュア
ル・ハラスメントによる敵対的環境が同様に禁止
されるべきでないと示唆していない。それゆえ，
ガイドラインは，既存の判例法……と一致する」
とする。ただし，同判決は，環境型「が提訴でき
るためには，それが被害者の雇用条件を変更し，
かつ，濫用的な職場環境を創りだすに十分重大又
は蔓延的でなければならない」とする。これは，
黒人の机の上に絞首の縄を置くなどの人種に基づ
く環境型ハラスメントを，第 7 編 703 条（a）項（1）
にいう「雇用条件若しくは雇用上の権利に関して
個人を差別すること」に当たるとする下級審判例
及び EEOC ガイドラインの判断を踏襲したもの
である。

連邦最高裁は，その後も判決を下している。
1998 年バーリントン・インダストリー事件判決 12）

及びファラガー事件判決は 13），第 7 編の目的は

セクシュアル・ハラスメント防止にあり，使用者
の対応促進にあることを明らかにして，使用者が
禁止ポリシーの策定及び効果的な苦情処理手続創
設等の措置をとることは環境型について使用者の
免責抗弁になると判示して，企業内ハラスメント
防止を推進する。2009 年クロフォード事件判決
は 14），第 7 編の報復禁止規定（§2000e-3（a））に
関して，EEOC への申立て等正規手続だけでなく，
企業内苦情処理手続への申立てやそれに関わる内
部調査においてハラスメント被害を証言した者も
同規定の保護を受けると判示し，被害者保護を強
化する。連邦最高裁は，顧客等による第三者ハラ
スメント（third party harassment）について，女
性従業員が男性顧客からの被害を伝えた際に，マ
ネジャーが男性従業員に接客させ，自ら接客し，
顧客に退店を求める等適切に対応せず，女性に接
客を命じて濫用的かつ潜在的に危険な状況に置い
たことを，環境型ハラスメントとし，フランチャ
イジー企業に第 7 編違反の責任があるとする
1998 年ピザハット事件第 10 連邦巡回裁判所判決 15）

を是認する。
なお，アメリカでは，セクシュアル・ハラスメ

ントは第 7 編の性差別に当たるが性欲に関わる問
題であるとの見解が有力であり，性に基づくハラ
スメントであるジェンダー・ハラスメントは，こ
れとは別個の環境型ハラスメントと認められてい
るが，それのみでは「雇用条件を変更し，かつ，
濫用的な職場環境」を立証することは難しく，判
例は十分に展開されていない 16）。

刑事法では，1950 年代から各州で，ひわいな
電話や嫌がらせ電話を規制するハラスメント罪が
定められ，その後その適用範囲が電話以外のもの
に拡大されている 17）。

2　イギリス

イギリスでは，1986 年以来，アメリカ同様，
判例上，セクシュアル・ハラスメントは 1975 年
性差別禁止法 1 条（a）（1）にいう性差別にあたると
解釈され，被害者の雇用保護が図られてきた（「1
条（女性に対する性差別）（1）次に掲げるとき，この
法律の規定の目的に関する状況において，人は女性
を差別する。／（a）女性の性を理由として，男性が男
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性を取扱う又は取扱うであろうよりも女性を不利に
取扱うとき。……2 条（男性に対する性差別）……規
定は，男性に対する取扱いについても同様に適用さ
れる」）。

EU2006 年雇用及び職業における男女機会均等
待遇原則実施指令（2006/54/EC）等の影響のもと
に，1965 年人種関係法以来の 9 差別禁止法を統
合・再編した 2010 年平等法 26 条は，ハラスメン
トを明文で禁止行為とする（「26 条（ハラスメント）

（1）人Ａは，次に掲げる要件を満たすとき，他の人Ｂ
をハラスメントする。／（a）Ａが，当該保護特性〔人
種，性，性的指向，性別再指定，妊娠・出産等・4 条〕
に関わる望まれない行為をし，かつ，（b）行為が，⒤
Ｂの尊厳を侵害し，又はⅱＢに脅迫的，敵対的，下
劣的，屈辱的若しくは不快な環境を創りだす目的若
しくは効果を有するとき。／（2）Ａは，次に掲げる要
件を満たすとき，他の人Ｂをハラスメントする。／（a）
Ａが，性的性質を有する望まれない行為をし，かつ，

（b）行為が，（1）項（b）に定める目的又は効果を有する
とき」）。人種，ジェンダー，LGBT，妊娠・出産
等を理由とするハラスメントは，（1）項に含まれ
る。

同法 110 条は，被用者に損害賠償責任を課すと
ともに，109 条は，被用者が雇用中にしたことを
使用者がしたことともみなし，使用者がその防止
のために合理的措置をとることを抗弁とする。

なお，同法 40 条 2 項は，第三者が被用者の雇
用中同人をハラスメントし，かつ，使用者が合理
的に実行可能な防止措置をとらなかったとき，使
用者が被用者をハラスメントしたものとみなす規
定を置いたが，同項は 2013 年企業規制改革法に
より削除された。ただし，使用者の不作為が職場
環境を悪化させた場合は，26 条により提訴は可
能である 18）。

イギリスでは，労働組合職場代表の活動保障や
企業安全委員会への参加等により，ハラスメント
防止や労働者保護が行われている 19）。

刑事法は，1970 年司法の運営に関する法律が，
債権回収に関わる債務者ハラスメント罪（100 ポ
ンドの罰金）を定め，1986 年公序法が，公共の場
所における人種的ハラスメント等を処罰する故意
によるハラスメント罪（intentional harassment・6

月以下の拘禁及び 5000 ポンドの罰金）を定め，
1984 年電気通信法，1988 年悪意による通信法が，
ひわいな電話等を禁止する。

1990 年代に職場内外でハラスメントが増大し
たことに直面して制定された 1997 年ハラスメン
トからの保護法（Protection from Harassment Act 
1997）は，ハラスメント罪（2 条）とハラスメン
トという不法行為類型（3 条）を定める（「1 条（ハ
ラスメント禁止）（1）何人も次に掲げる一連の行為

（a course of conduct）を行ってはならない。／（a）
他人に対するハラスメントとなるもので，かつ，

（b）他人に対するハラスメントとなると人が知る
又は知るべきところのもの。／（2）本条の目的に
関して，同じ情報を有する合理的人間が当該一連
の行為が他人に対するハラスメントとなると考え
るとき，一連の行為に関わる人は，それが他人に
対するハラスメントとなることを知るものとみな
す」）。

ハラスメント罪が成立するためには，加害行為
は一連の行為として 2 度以上行われなければなら
ず（7 条（3）項，不法行為も同じ），被害者にハラ
スメントされたという感情や暴力の恐怖を引き起
こすものでなければならない。前者の場合 6 月以
下の拘禁及び 5000 ポンドの罰金（2 条），後者の
場合 5 年以下の拘禁及び罰金（上限なし）に処せ
られる（4 条）。

同法は，ストーキングや無言電話等の反社会的
行動を規制するために制定されたものだが，適用
範囲に限定がなく，職場のハラスメントにも適用
される。

3　フランス

1992 年刑法典は，次のように，強姦罪及び強
制わいせつ罪を強姦罪と性的攻撃罪（agression 
sexuelle）に改編して，人に対する犯罪とするとと
もに，セクシュアル・ハラスメント罪（harcèlement 
sexuel）を創設した 20）。
「第 3 節　性的攻撃／ 222-22 条（性的攻撃）性

的攻撃とは，暴行，強制（contrainte），脅迫又は
不意打ち（surprise）を用いて犯すあらゆる性的
侵害をいう。

第 1 段　強姦／ 222-23 条（強姦）いかなる性
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質であれ暴行，強制，脅迫又は不意打ちを用いて
他人に対して犯す性的貫入を強姦とする。／強姦
は 15 年の禁錮に処する。

222-24 条（加重的強姦）次に掲げるとき，強姦
は 20 年の禁錮に処する。……5　職務により得た
権限を濫用する者が犯したとき。……

第 2 段　その他の性的攻撃／ 222-27 条（強姦
以外の性的攻撃）強姦以外の性的攻撃は，5 年の
拘禁及び 50 万フランの罰金に処する。

222-28 条（加重的性的攻撃）……
第 3 段　セクシュアル・ハラスメント／ 222-

33 条（セクシュアル・ハラスメント）職務により
得た権限を濫用する者が，性的好意を得ることを
目的として，命令，脅迫又は強制を用いて，他人
にハラスメントする行為は，1 年の拘禁及び 10
万フランの罰金に処する」

ここにいうハラスメントとは，相手が嫌がるこ
とを 2 度以上することを意味する。

セクシュアル・ハラスメント罪は，1980 年刑
法典改正により強姦罪が男女共通の犯罪となり，
暴行，強制，脅迫（1992 年），不意打ちという構
成要素が明確化されるとともに性犯罪の対象が広
くなり，かつ，その規制が強化された脈絡のなか
で創設されたものである。同罪は，議会主導で制
定されたが，国内における法制定の機運ととも
に，加盟国に防止行動をとるよう勧告する 1991
年 EC 委員会勧告等の影響がある。

同罪は，1998 年法（Loi no 98-468）による部分
改正を経た後，ヨーロッパ社会憲章批准を受けた
2002 年社会近代化法（Loi no 2002-73）により，次
のように，職務権限濫用の要素が削除され，職場
の同僚や顧客等によるものも対象とされた。
「222-33 条（セクシュアル・ハラスメント）人が

性的好意を得ることを目的として，他人にハラス
メントする行為は，1 年の拘禁及び 1 万 5000 ユー
ロの罰金に処する」

ところが，同条は，憲法院 2012 年 5 月 4 日の
合憲性優先問題判決（Décision no 2012-240QPC）
により，犯罪の構成要素が不明確で罪刑法定主義
に反する憲法違反として即時無効とされたため，
急遽，政府が EU 指令や他国立法を考慮のうえ法
案を作成し，2012 年 8 月 6 日の法律（Loi no 2012-

954）により，同罪は，次のように再規定された。
「222-33 条Ⅰ　セクシュアル・ハラスメントと

は，ある人に対して，その下劣的若しくは屈辱的
な性質のゆえに，その人の尊厳を侵害し，又は脅
迫的，敵対的若しくは不快な状況を創りだす，性
的性質を有する言葉又は行動を反復的に押し付け
る行為をいう。

Ⅱ　行為者本人又は第三者のために，性的性質
を有する行為を得ることを真実又は外観的な目的
として，重大な圧力形態を行使する行為は，反復
性の有無を問わず，セクシュアル・ハラスメント
とみなす。〔対価型〕

Ⅲ　Ⅰ及びⅡに掲げる行為は，2 年の拘禁及び
3 万ユーロの罰金に処する。／これらの刑は，行
為が次に掲げるものであるとき，3 年の拘禁及び
4 万 5000 ユーロの罰金に処する。／ 1　人が職務
権限を濫用したとき」

同罪は，原則として相手方への身体的侵襲のな
い言葉，身振り等による言動を規制するものであ
り，身体侵襲を伴う行為には，性的攻撃罪が適用
される。222-33 条Ⅰにいう「押し付ける（imposer）」
との文言は，公然わいせつ罪のそれと同じであ
る。これについては，スーパー売場主任による女
性店員の拒絶にもかかわらずなされた，執拗かつ
度重なる口頭又はメールによる性的性質を有する
誘いを有罪とした例がある（1500 ユーロの罰金，
破毀院刑事部 2015 年 11 月 18 日判決）。また，同条
Ⅱにいう「重大な圧力形態（toute forme de pression 
grave）を行使する行為」には，採用，昇給等の利
益や，解雇，配転等の不利益を代償として提示す
ることが含まれる（2012 年 8 月 7 日司法大臣通達）21）。

なお，従来とは異なり，2012 年法による同罪は，
一般的効力を有するものとして制定されており，
職場のみならず，すべての分野に適用される（前
掲司法大臣通達）。

同罪は，道路，地下鉄等の公共空間にも適用さ
れ，痴漢に対しては，性的攻撃罪，公然わいせつ
罪，公然侮辱罪も含めて刑事規定の及ばない行為
は極めて少ない。しかし，現実には，加害者や若
い女性がこれらの知識を有しないことが多く，告
訴手続を嫌う被害者もいることから，2018 年 8
月 3 日の法律（Loi no 2018-703）により，人の尊
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厳を侵害する無礼な行為，口笛，卑猥な注目，追
尾等を処罰する性差別的侮辱罪（outrage sexiste）
が新設された（「刑法典 621-1 条（性差別的侮辱罪）
Ⅰ　その下劣的若しくは屈辱的性質のゆえに人の尊
厳を侵害し又は脅迫的，敵対的若しくは不快な環境
を人に創りだす性的又は性差別的性質を有する言葉
又は行動を人に押し付ける行為は，性差別的侮辱を
構成する。ただし，222-13〔暴行罪〕，222-32 条〔公
然わいせつ罪〕，222-33 条及び 222-33-2-2 条〔モラ
ル・ハラスメント罪〕に規定する場合はこの限りで
はない。／Ⅱ　性差別的侮辱は，第 4 級違警罪の罰
金に処する」）。同罪は，交通違反同様の警察官の
調書作成手続による罰金刑のみの違警罪である。

ところが，同罪は，適用範囲に限定がなく職場
にも適用される。加えて，222-33 条セクシュア
ル・ハラスメント罪にジェンダー・ハラスメント
を含めるため，政府提出法案にはない性差別的

（sexiste）との文言が同法成立直前に両院同数合
同委員会において加えられ，同条Ⅰは，「セク
シュアル・ハラスメントとは……性的又は性差別
的性質を有する言葉又は行動を反復的に押し付け
る行為をいう」とされた。しかし，同条について
は，当初，元老院が，同罪と性差別的侮辱罪との
混同及び同罪の違警罪化の恐れがあるとの理由か
ら反対しており，また，同条は，性差別的との文
言により犯罪の構成要素が不明確で罪刑法定主義
に違反するとの批判があり，性犯罪改正について
は 2011 年（近親相姦），2012 年と 2 度違憲判決が
あるので，その評価は慎重を要する 22）。

フランスでは，被害者が損害賠償を得る方法
は，民事裁判も可能だが，加害者を刑事告訴して
民事原告となり刑事裁判の附帯私訴により賠償を
得る方法が一般的である。また，犯罪被害者補償
制度（1 月以上労働不能の場合全額補償等）の活用
が推奨されている 23）。

フランスは，1992 年刑法典改正時に，労働法
典を改正し，使用者にセクシュアル・ハラスメン
ト防止措置を義務づけ，被害者の雇用保護を定め
ている 24）。

フランスは 2002 年社会近代化法により，刑法
典にモラル・ハラスメント罪（harcèlement moral）
を創設した（「222-33-2 条　他人の権利若しくは尊

厳を毀損し，身体的若しくは精神的健康を悪化させ，
又は職業的将来を害するおそれのある，労働条件の
破損を目的とし若しくはその効果を有する反復的言
動により他人をハラスメントする行為は，2 年の拘禁
及び 3 万ユーロの罰金に処する」）25）。わが国でい
うパワハラは，同罪の対象である。さらに，2014
年 8 月 4 日の法律（Loi no 2014-873）は，サイバー・
ハラスメント等の職場外の行為に対応するため
に，一般的ハラスメント罪を創設した（délit général 
de harcèlement「222-33-2-2 条　人の身体的若しく
は精神的健康の悪化をもたらす生活条件の悪化を目
的とする又はその効果を有する反復的言葉又は行動
により人をハラスメントする行為は，8 日未満の全労
働不能を引き起こすとき又は労働不能を引き起こさ
ないときは，1 年の拘禁及び 1 万 5000 ユーロの罰金
に処する」）。同罪は，精神的暴行による暴行罪

（222-14-3 条）を廃止するものではない 26）。
労働法典は，モラル・ハラスメントについて

も，使用者に防止措置を義務づけ，被害者の雇用
保護を定める。

使用者は，第三者ハラスメントについても，結
果安全債務（安全配慮義務）を負う 27）。

労働法典は，このほか，2015 年 8 月 17 日の法律
（Loi no 2015-994）により性差別的言動（agissements 
sexistes） 禁止規定を置き，L.1142-2-1 条は，「何
人も，人の尊厳を侵害する，又は脅迫的，敵対的，
下劣的，屈辱的若しくは不快な環境を創りだす目
的若しくは効果を有する人の性に関わるあらゆる
言動と定義される性差別的言動を受けてはならな
い」と規定する。性差別的言動は，わが国の均等
法 11 条に基づく指針や人事院規則 10-10 にいう
性別役割分担意識に基づく言動（ジェンダー・ハ
ラスメント）に対応する概念であるが，同法は，
それを性差別とはせず，罰則も付さず，その防止
の観点から，セクシュアル・ハラスメントと同様
の職業リスクとして労働安全衛生の担い手である
使用者及び労働条件安全衛生委員会に対応を委
ね，啓発活動や研修活動に重点を置く。同法を改
正する 2016 年 8 月 8 日の法律（Loi no 2016-1088）
は，性差別的言動を優先的に排除すべきセクシュ
アル・ハラスメントよりも重要性の低いものと位
置づけるが，2018 年 8 月 3 日の法律により，そ
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れとセクシュアル・ハラスメント罪及び性差別的
侮辱罪との関係が問題となっている 28）。

4　ドイツ

ドイツでは，1991 年 EC 委員会勧告のもと，
1994 年被用者保護法が，セクシュアル・ハラス
メントを定義し，使用者にその防止義務を課すな
どして労働者保護を図ってきた（「2 条（セクシュ
アル・ハラスメントからの保護）（2）職場における
セクシュアル・ハラスメントとは，職場において被
用者の尊厳を傷つけるすべての故意の性的意図によ
る行為をいう。これには次の各号に定めるものが含
まれる。／ 1　刑法上の規定によって処罰される性的
な行為及び行動様式。／ 2　その他の性的行為及びそ
の要求，性的意図による身体接触，性的内容の発言
並びにポルノグラフィーの提示及び目に付くような
掲示であって，かつ，相手によって明確に拒絶され
ているもの」）。

EU 指令を国内法化する 2006 年一般均等待遇
法は，同法を廃止し，人種，民族的出身，性，宗
教，世界観，障害，年齢，性的アイデンティティー

（1 条）を理由とする不利益待遇を禁止するととも
に，ハラスメントを定義して不利益待遇とした

（「3 条（3）ハラスメントは，第 1 条に掲げる理由の
一と関連する望まれない行為が，該当する者の尊
厳を傷つけ，かつ，威圧的，敵対的，侮辱的，屈
辱的若しくは不快感を与えるような環境を生み出
すことを目的とし，又はこのような作用をもつ場
合には，不利益待遇となる。／（4）セクシュアル・
ハラスメントは，望まれない性的行動及びその要
求，性的意味を有する身体的接触，性的内容の発
言並びにポルノグラフィー表現の望まれない掲示
及び見えるような表示をも含む，望まれない性的
意味を有する行為が，該当する者の尊厳を傷つけ
ることを目的とし，又はこのような作用をもつ場
合，特に威圧的，敵対的，侮辱的，屈辱的若しく
は不快感を与えるような環境が生み出される場合
には……不利益待遇となる」）。同法は，使用者及
び就業者によるその違反を契約義務違反とし（7
条），使用者に不利益待遇から就業者を保護する
措置をとる義務を課すなどして（12 条），就業者
保護を図っている 29）。

ドイツは，2016 年刑法典改正により，強姦罪
等の要件を緩和するとともに，セクシュアル・ハ
ラスメント罪を創設した（「184 条 i（セクシュアル・
ハラスメント）（1）性的と認められる方法により人
の身体に触れ，それによりハラスメントする者
は，2 年以下の自由刑又は罰金に処する。ただし，
行為が他の規定により，より重い刑を科されると
きは，この限りではない」親告罪）30）。この規定
は，一般的効力を有し，すべての分野に適用され
る。

同罪は，前年大みそかのケルン等各地における
性被害をきっかけとして，EU 2011 年女性に対す
る暴力及びDVの防止及び取組条約（イスタンブー
ル条約）の影響のもとに制定された（「40 条（セク
シュアル・ハラスメント）締約国は，人の尊厳を
侵害する目的又は効果を有する性的性質を有す
る，望まれない，言語的，非言語的又は身体的行
為が，とくに，脅迫的，敵対的，下劣的又は不快
な環境を創りだすことが，刑事その他の制裁に服
することを確保するために，必要な立法その他の
措置をとるものとする」）。

同罪は，身体接触行為のみを処罰対象としてお
り，言葉や身振りによるものも含む一般均等待遇
法のセクシュアル・ハラスメントの定義とは異な
る定義を採用する。なお，刑法典等でセクシュア
ル・ハラスメント罪を規定する国は，現在フラン
スからドイツまで 14 カ国あるが，今後 EU にお
いて同罪を制定する国が増えることが予想され 
る 31）。

ドイツでは，性犯罪被害者から加害者への損害
賠償請求は，フランス同様，刑事裁判の附帯私訴
により行われてきた。慰謝料請求は，民法典 253
条の規定する身体，健康，自由又は性的自己決定
権侵害を理由としてのみ可能であり，基本法に基
づく一般的人格権については，特に重大な形態の
侵害の場合にのみ可能である。

5　EU

EU は，人の尊厳の視点に立つ 1991 年 EC 委
員会勧告からハラスメントへの取り組みを始めた
が，2000 年雇用及び職業における均等待遇一般
枠組指令（2000/78/EC）は，「2 条（差別概念）（3）
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人の尊厳を侵害する目的又は効果を有し，かつ，
強迫的，敵対的，下劣的，屈辱的又は不快な環境
を創りだす目的又は効果を有する，1 条に定める
事由〔宗教，信条，障害，年齢又は性的指向〕の一
に結び付いた望まれない行為が行われるとき，ハ
ラスメントは，本条 1 項に定める差別の一形態と
みなす。本項について，ハラスメントの概念は，
加盟国の国内法及び慣行に従い定めることができ
る」と規定し，2002 年雇用等に関する男女均等
待遇改正指令（2002/73/EC）前文（8）も，「人の性
に関わるハラスメント及びセクシュアル・ハラス
メントは，女性及び男性間の均等待遇原則に違反
する」と規定する。

2006 年指令（2006/54/EC）は，「2 条（定義）（1）
この指令に関し，次に掲げる定義を適用する。／

（a）直接差別……（b）間接差別……（c）ハラスメン
ト：人の性に関わる望まれない行為が，人の尊厳
を侵害し，かつ，脅迫的，敵対的，下劣的，屈辱
的又は不快な環境を創りだす目的又は効果を持っ
て生じる場合。／（d）セクシュアル・ハラスメン
ト：性的性質を有する，望まれない，言語的，非
言語的又は身体的行為が，人の尊厳を侵害し，か
つ，脅迫的，敵対的，下劣的，屈辱的又は不快な
環境を創りだす目的又は効果を持って生じる場
合。……（2）この指令の目的に関して，差別は，
次に掲げるものを含む。／（a）ハラスメント及び
セクシュアル・ハラスメント並びにかかる行為へ
の人の拒絶又は服属に基づく不利益待遇」と規定
する。EU 指令は，差別といえば直接差別をいう
従来の差別概念を拡大し，間接差別，差別的ハラ
スメント等を包摂する拡大された差別概念を採用
する 32）。

6　ILO

EU が強く推した ILO 2019 年暴力ハラスメン
ト条約（Violence and Harassment Convention, 2019．
190 号）は 33），仕事の世界における（in the world 
of work）暴力の問題から検討が始められたが，
受け入れがたい行動が適切に理解され取り組まれ
るように，暴力との文言が暴力及びハラスメント
に変えられた。条約は，「『暴力及びハラスメン
ト』との文言は，単独又は反復的な，身体的，精

神的，性的若しくは経済的損害を目的とし，それ
を帰結し又は帰結しようとするある範囲の受け入
れがたい言動及び慣行又はその脅迫をいい，ジェ
ンダーに基づく暴力及びハラスメントを含むもの
とする」と定義する（1 条（a））。また，条約は，

「『ジェンダーに基づく暴力及びハラスメント』と
の文言は，性若しくはジェンダーを理由として人
に向けられた，又は特定の性又はジェンダーを有
する人を著しく害する，暴力及びハラスメントを
いい，セクシュアル・ハラスメントを含むものと
する」と定義する（1 条（b））。これらの文言は，
幅広く解釈されるものであり，国内における各定
義は，締約国の決定に委ねられる 34）。条約は，
第三者ハラスメントも対象とする（206 号勧告 8

（b））。
条約は，「締約国は，ジェンダーに基づく暴力

及びハラスメントを含む，仕事の世界における暴
力及びハラスメントを禁止する法律及び規則を採
択するものとする」（7 条）とし，「締約国は，国
内法及び状況に従い，かつ，使用者及び労働者の
代表的諸組織と協議の上……仕事の世界における
暴力及びハラスメントの防止及び排除のための包
括的かつ統一的なジェンダーに敏感なアプローチ
を採用するものとする」（4 条（2））とするが，国
内法において，いかなる法的アプローチを採用す
るかを規定していない。

同条約は，「締約国は，仕事の世界における暴
力及びハラスメントを防止するために管理の程度
に応じた適切な措置をとることを使用者に要求す
る法律及び規則を採択するものとする」（9 条）と
規定して企業内防止措置を推進するが，その内容
は，フランス，イギリス，EU（2006 年指令 21 条）
で採用されている労働者及びその代表者との協議
や労働安全衛生管理の観点を除けば，米仏英にお
いて使用者がとるべき措置や，わが国均等法 11
条に基づく指針の規定する①企業方針の明確化と
従業員への周知・啓発，②相談窓口設置等の相
談・苦情への対応体制整備，③具体的事案への事
後の迅速・適切な対応，④関係者のプライバシー
保護・不利益取扱禁止と基本的に違いはない。
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Ⅲ　わが国法制の現状と課題

1　わが国の現状

わが国では，福岡セクハラ事件判決（福岡地判
平 4・4・16 労判 607 号 6 頁）以来，裁判所が，民
法 709 条「故意又は過失によって他人の権利又は
法律上保護される利益を侵害した者は，これに
よって生じた損害を賠償する責任を負う」との抽
象的な不法行為規定を 715 条の使用者責任を含め
て各種ハラスメント事案に柔軟に適用し，積み重
ねられた民事判例がハラスメント法制の中心をな
しているため，実務上はもとより講学上も不法行
為該当性が問題となることはあれ，ハラスメント
の厳格な法的定義が問題となることはなかった。

本年 5 月改正の労働施策総合推進法は，「30 条
の 2（雇用管理上の措置等）事業主は，“職場にお
いて行われる優越的な関係を背景とした言動で
あって，業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの
によりその雇用する労働者の就業環境が害される
こと”のないよう，当該労働者からの相談に応じ，
適切に対応するために必要な体制の整備その他の
雇用管理上必要な措置を講じなければならない」
と規定し，わが国ではじめて法律に防止のための
ハラスメント定義（“ ”内）を規定し，事業主にパ
ワハラ防止の雇用管理上の措置義務を課した。

均等法 11 条は，事業主にセクシュアル・ハラ
スメント防止の措置義務を課し，同条に職場にお
いて行われる性的な言動との文言はあるが，その
定義はなく，同条に基づく指針（厚労省告示 615
号）が，「職場におけるセクシュアルハラスメン
トには，職場において行われる性的な言動に対す
る労働者の対応により当該労働者がその労働条件
につき不利益を受けるもの（以下『対価型セクシュ
アルハラスメント』という）と，当該性的な言動に
より労働者の就業環境が害されるもの（以下『環
境型セクシュアルハラスメント』という）がある）」
とする。

人事院規則 10－10（平 10・11・13）2 条も，セ
クシュアル・ハラスメントの意義を「他の者を不
快にさせる職場における性的な言動及び職員が他
の職員を不快にさせる職場外における性的な言

動」とするが，その運用通知（職福 442）は，「『性
的な言動』とは，性的な関心や欲求に基づく言動
をいい，性別により役割を分担すべきとする意識
に基づく言動も含まれる」としてジェンダー・ハ
ラスメントを含め，さらに，性的指向や性自認を
からかいやいじめの対象とすることも含めてお
り，それらを含まない均等法指針とは異なる定義
を採用する。

妊娠・出産に関して措置義務を課す均等法 11
条の 2 も，ハラスメントの定義を置かず，指針（厚
労省告示 312 号）が，「職場における妊娠，出産等
に関するハラスメントには，上司又は同僚から行
われる以下のものがある。……イ　その雇用する
女性労働者の労働基準法……による休業その他の
妊娠又は出産に関する制度又は措置の利用に関す
る言動により就業環境が害されるもの（以下『制
度等の利用への嫌がらせ型』という）／ロ　その雇
用する女性労働者が妊娠したこと，出産したこと
その他の妊娠又は出産に関する言動により就業環
境が害されるもの（以下『状態への嫌がらせ型』と
いう）」としており，育児介護休業法 25 条も，指
針（同 460 号）が，「事業主が職場において行われ
るその雇用する労働者に対する育児休業……その
他の……制度又は措置……の利用に関する言動に
より当該労働者の就業環境が害されること（以下

『職場における育児休業等に関するハラスメント』と
いう）」とする。妊娠，出産，育児及び介護に関
わる人事院規則 10－15（平 28・12・1）2 条及び運
用通知（職職 273）も含めて，これらの規定は，
反復性のない行為もハラスメントに含める。

措置義務は，法政策上の目的を達成するための
手段実施を事業主に義務づけるもので，その内容
として，一定の組織や体制の創設・整備を義務づ
ける（事前措置）とともに，ハラスメントが発生
した場合の適切な対応も義務づける（事後措置）
点に特色がある 35）。改正労働施策総合推進法等
各法では，当該言動を行ってはならないことその
他当該言動に起因する問題をいう優越的言動問
題，性的言動問題，妊娠・出産等関係言動問題及
び育児休業等関係言動問題の防止が目的であり，
ハラスメントの厳格な定義は求められていない。

同推進法 30 条の 2 は，労働政策審議会建議「女
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性の職業生活における活躍の推進及び職場のハラ
スメント防止対策等の在り方について」（労審発
第 1032 号，平 30・12・14）を反映したものだが，
同建議は，「職場のパワーハラスメントやセク
シュアルハラスメントの行為者に対して刑事罰を
科すことや，被害者による行為者等に対する損害
賠償請求の根拠を法律で新たに設けることについ
ては，現状でも悪質な行為は既存の刑法違反に該
当し，また不法行為として損害賠償の対象となる
中で，民法等他の法令との関係の整理や違法とな
る行為の要件の明確化等の種々の課題がある。こ
のため，今回の見直しによる状況の変化も踏まえ
た上で，その必要性も含め中長期的な検討を要す
ると考えられる」とし，ハラスメントに関する刑
法改正や不法行為規定等の改正を中長期的な検討
課題とする。

男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する
専門調査会「セクシュアル・ハラスメント対策の
現状と課題」（平成 31 年 4 月）も，この点につい
ては労政審建議と同じ立場である。同報告書は，

「労働や公務以外の分野におけるセクハラについ
て直接規定し，定義や規制を明記する法規範はな
い状況にある」とする。

2017 年の性犯罪に関する刑法改正（平成 29 年
法律第 72 号）には法律施行 3 年後の検討規定が付
され，改正労働施策総合推進法には 5 年後の検討
規定とハラスメント行為そのものを禁止する規定
の法制化検討の付帯決議が付されたが，これらも
同じ方向を示しており，今後の展開が注目され
る。

なお，イビデン事件最高裁判決（最 1 小判平
30・2・15 裁判所時報 1694 号 1 頁）は，第三者ハラ
スメント（セクハラ）について，雇用契約上の付
随義務として使用者が就業環境に関して労働者か
らの相談に応じて適切に対応すべき義務を負うと
する原審判断を是認する。使用者による第三者に
対する事実関係の確認，行為者に対する措置，再
発防止措置については一定の限界があることは否
めない 36）。第三者ハラスメントは，均等法 11 条
が定める事業主の措置義務の対象であり，人事院
規則 10－10 も同様である。同推進法 30 条の２は，
判断の困難等を理由にそれを措置義務の対象とし

ていない。
同推進法 30 条の 2，2 項は，「事業主は，労働

者が前項の相談を行ったこと又は事業主による当
該相談への対応に協力した際に事実を述べたこと
を理由として，当該労働者に対して解雇その他不
利益な取扱いをしてはならない」と規定して，相
談を行ったこと等に対する不利益取扱いを禁止し
たが，同時に改正された均等法 11 条 2 項，11 条
の 3，2 項，育介法 25 条 2 項にも同様の規定があ
る。このような規定は，公民権法第 7 編の報復

（retaliation）禁止規定のほかに，フランス 1992
年労働法典以来のハラスメント差別罪，EU2006
年指令（2006/54/EC）の迫害（victimization）規定，
ドイツ 2006 年一般均等待遇法の処分禁止規定，
イギリス 2010 年平等法の迫害禁止規定にもみら
れる 37）。

2　差別アプローチの注意点

わが国では，差別禁止法によりハラスメントを
差別として規制すべしとの声があるが，そのため
には，以下の点に注意しなければならない。

（1）差別禁止法と労働法，刑事法，不法行為
アメリカで，セクシュアル・ハラスメントが主

として第 7 編の問題として論じられてきたのは，
随意雇用により解雇が自由であるなど労働法によ
る被害者保護が望めないうえ，刑事法や不法行為
も使い勝手が悪いという事情がある。すなわち，
刑事法の性犯罪規定は州法の管轄で，性犯罪の暴
行要件の緩和が進んでいる州が少数であるという
事情などがあり，不法行為も，不法な身体接触

（assault and battery）等の個別不法行為類型がコ
モンローで定められており，セクシュアル・ハラ
スメントという類型が存在しないのである。

（2）損害賠償，使用者責任と個人責任
第 7 編は，元々，解雇された被害者の復職命令

等の救済（エクイティー）しか定めていなかった。
塡補損害賠償や懲罰的損害賠償（コモンロー）は，
1991 年公民権法により，意図的な差別や違法な
ハラスメントに適切な救済を与えるために導入さ
れた（上限 30 万ドル）。差別禁止法を制定すれば，
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損害賠償が当然に認められるものではない。特
に，裁判官の裁量による懲罰的損害賠償は，法に
おける制裁機能と損害塡補機能の分化が必ずしも
徹底していない英米法に特徴的な制度であり，塡
補損害賠償を採用するわが国のような大陸法系の
国には，導入が難しい面がある 38）。

第 7 編は，使用者に賠償責任があるが，イギリ
ス 2010 年平等法は，被用者と使用者に賠償責任
がある。

（3）差別禁止事由，適用範囲
差別禁止法上のハラスメントは，人種，性，性

的指向，性自認，妊娠・出産等の差別禁止事由
（保護特性）に基づくことが必要である。差別禁
止事由に基づかないモラル・ハラスメントやパワ
ハラ，育児介護に関わるものは，差別禁止法の対
象とならない。

ハラスメントは，あらゆる分野で生じる。第 7
編は雇用に関するものであり，それ以外のハラス
メントには，1972 年教育修正第 9 編，1974 年公
正住宅法，不法行為，刑事法等が用いられる 39）。
イギリス 2010 年平等法は，労働（5 編），サービ
ス及び公共的役務（3 編），不動産（4 編），教育（6
編）及び団体（7 編）の分野における差別的ハラ
スメントを禁止する。ハラスメント罪と不法行為
は，一般的効力を有し，すべての分野に適用され
る。

（4）救済手続・執行機関
第 7 編の救済を受けるためには，被害者が裁判

所に提訴する前に，EEOC による調停等の救済
手続を経なければならない。調停不成立の場合，
EEOC 又は被害者が裁判所に提訴することがで
きる。差別禁止法を制定するときは，執行機関設
置の有無（イギリス 2010 年平等法は特定の執行機関
を有しない）とその権限が問題となる。

（5）ハラスメントと差別
ハラスメントが差別に当たることは，第 7 編に

関わる判例により確立したが，アメリカ法特有の
言い回しがあり，その理由をわが国国民に広く理
解してもらうことは現状では難しい面がある。フ

ランスでは，ハラスメントを差別とみなす観念が
もともと存在せず，現在でも差別に関わらないハ
ラスメントが存在するとの理解が根強い。同じ大
陸法系であるわが国でも，それが差別に当たるこ
とは自明のことではない 40）。

わが国でハラスメントを差別として規制するた
めには，以上のこと等を考慮すれば，検討すべき
課題は多い。ハラスメントの法的責任を追及する
ためにいずれのアプローチを採用するかというこ
ととは別に，アメリカを除く，仏英独日では，労
働法によりハラスメント防止と被害者保護が図ら
れている。各国は，独自の法制を形成するが，わ
が国は，他国の状況等を参照しつつ，可能なとこ
ろから法整備を行う必要がある。雇用以外につい
ては，雇用以上に，一般的効力を有する刑事法や
民事法の整備が必要であるが，刑事法では，罪刑
法定主義から厳格なハラスメントの定義が必要で
ある 41）。
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